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第３期医療費適正化計画 ＰＤＣＡ管理様式 
 

１．目標に関する評価 

（１）住民の健康の保持の推進に関する目標 

① 特定健康診査の実施率に関する数値目標 

出典：「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」（厚生労働省） 

 

 ② 特定保健指導の実施率に関する数値目標 

出典：「特定健康診査・特定保健指導に関するデータ」（厚生労働省） 

 

2017年度 

（計画の足下値） 

第３期計画期間 

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 
2023年度 

（目標値） 

４２．１％ ４４．１％ ４４．２％ － － － ７０％ 

目標達成に 

必要な数値 
４５％ ５０％ ５５％ ６０％ ６５％ ７０％ 

2019年度の 

取組・課題 

【取組】 

 ○道民の健康意識を高めるための普及啓発や未受診者に対する受診勧奨等を実施 

 ○北海道医師会や北海道薬剤師会と連携 

○保険者で構成する北海道保険者協議会を通じて、複数の保険者と複数の健診・保健指

導機関との間で集合的な契約を締結 等 

【課題】 

 ○特定健診の受診率は向上しているが、全国と比較すると低い（全国第４７位）。 

○国保被保険者のうち若年層及び治療中の者と被扶養者の受診率が低い。 

○令和２年２月以降、新型コロナウイルス感染症の流行により、受診控えが発生した。 

次年度以降の 

改善について 

 ○適切かつ効果的な特定健診ができるよう、個々の実施方法等について十分な検証・改

善を行い、健診各保険者による情報共有や好事例の横展開を行う。 

 ○新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた、健診受診率向上対策の検討を行う。 

2017年度 

（計画の足下値） 

第３期計画期間 

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 
2023年度 

（目標値） 

15.5％ １８．７％ １８．３％ － － － ４５％ 

目標達成に 

必要な数値 
２０％ ２５％ ３０％ ３５％ ４０％ ４５％ 

2019年度の 

取組・課題 

【取組】 

 ○保健事業の企画立案や人材確保、人材育成など実施体制の充実 

 ○保険者で構成する北海道保険者協議会を通じて、複数の保険者と複数の健診・保健指

導機関との間で集合的な契約を締結 等 

【課題】 

 ○特定保健指導の実施率は 2017年度比では向上しているが、全国と比較すると低い 

（全国第４６位）。 ○保険者によって指導率に大きく差が出ている。 

○不在者へのアプローチが難しい。  

○令和２年２月以降、新型コロナウイルス感染症の流行により、指導控えが発生した。 

次年度以降の 

改善について 

○特定健診同様、個々の実施方法等について十分な検証・改善を行い、アプローチ手法

の工夫など、健診各保険者による情報共有や好事例の横展開を行う。 

○新型コロナウイルス感染症対策を踏まえた、保健指導率向上対策の検討を行う。 
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③ メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の減少率に関する数値目標 

出典：「2019年度メタボリックシンドローム該当者及び予備群の減少率（特定保健指導対象者の減少率をい

う。）(2008年度比)」（厚生労働省） 

   「特定健診データ管理システム・KDB（特定健診・特定保健指導総括表）」 

 

④ たばこ対策に関する目標 

 

出典：「ＮＤＢデータ（特定健診質問票項目）」（厚生労働省） 

 

 

 

 

 

 

2017年度 

（計画の足下値） 

第３期計画期間 

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 
2023年度 

（目標値） 

12.4％ 
（対平成 20 年度比） 

１７．１％ １６．５％ － － － 
２５％ 

（対平成 20 年度比） 

目標達成に 

必要な数値 
１４．５％ １６．６％ １８．７％ ２０．８％ ２２．９％ ２５％ 

（対平成 20 年度比） 

2019年度の 

取組・課題 

【取組】 

 ○道民の健康意識を高めるための普及啓発や適正体重の維持に向け、食生活改善及び身

体活動・運動を支援する環境整備等を実施 

【課題】 

 ○メタボ該当者及び予備群の減少率は 2017年度比では向上しているが、メタボ該当者と

予備群の割合は全国平均値を上回っている（全国第 20位）。 

〇女性よりも男性にメタボ該当者が多い。 

 ○該当者が参加しやすいイベントの開催や効果的な情報提供等の検証が必要である。 

○特定健診や特定保健指導の実施率の向上が必要である。 

次年度以降の 

改善について 

 ○職種や勤務内容等を踏まえ、個人に合わせたイベント実施・情報提供等による基本的

な意識の向上を図るとともに、特定健診受診率の向上や特定保健指導の実施により、

新たな対象者の抑制が必要である。 

目標 ○成人の喫煙率：12.0％以下 

2019年度の 

取組・課題 

【取組】 

 ○禁煙イベントや特定健診受診時など、喫煙が及ぼす健康への影響について普及啓発   

 ○たばこをやめたい人に対するサポート体制の充実 

○学校等が行う未成年者の喫煙防止の取組 

○乳幼児への悪影響について、妊産婦の喫煙防止と女性の喫煙率低下の取組 

【課題】 

 ○喫煙が習慣となっている者が非常に多く（男性全国第３位、女性全国第１位）、改善

が困難なことが多い。 

○禁煙の必要性を指導しても禁煙を希望する者が少ない。 

 ○喫煙が重大な健康被害因子である認識が低い。 

次年度以降の 

改善について 

 ○北海道受動喫煙防止条例の施行（令和２年（２０２０年）３月）をきっかけとして、

行動変容を促すようなアプローチ手法の工夫など必要である。 
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⑤ 予防接種に関する目標 

 

⑥ 生活習慣病等の重症化予防の推進に関する目標 

出典：「ＮＤＢデータ（特定健診）」（厚生労働省） 

 

⑦ その他予防・健康づくりの推進に関する目標 

 

 

 

 

目標 
○インフルエンザをはじめとする予防接種の重要性やワクチンに関する正しい知識を普 

及啓発し、適切な予防接種の推進に努める。 

2019年度の 

取組・課題 

【取組】 

 ○各種広報媒体を活用して、ワクチン接種の重要性に関する普及啓発 

 ○予防接種率向上等の支援 

【課題】 

 ○各種予防接種事業における摂取率向上に向けて、対象者への受診勧奨等の取組をわ

かりやすい説明や効果的な情報提供が必要である。 

次年度以降の 

改善について 

 ○予防接種の効果など広報誌等を通し情報提供や予防接種に係る知識の啓発が必要で

ある。 

目標 
○「糖尿病性腎性重症化予防プログラム」に基づき、医療関係者や保険者等と連携しな

がら、糖尿病の重症化予防の取組を推進するなど、生活習慣病の重症化予防を推進する。 

2019年度の 

取組・課題 

【取組】 

 ○生活習慣の改善の重要性や生活習慣病に関する正しい知識について普及啓発 

 ○特定健康診査や特定保健指導により、疾病を早期発見、早期治療 

 ○未治療者への受診勧奨 ○糖尿病手帳を介して、かかりつけ医と連携 

 ○北海道医師会、北海道糖尿病対策推進会議と連携等 

【課題】 

 ○道内の腎不全による死亡率が男性全国２位、女性全国１位と非常に高い。 

 ○健診でわかる項目のうち、BMI25％以上の者、LDL ｺﾚｽﾃﾛｰﾙ 180mg/dl以上の者の割合

が全国５位以内、高血圧（収縮期 180以上、拡張期 110以上）の割合が全国 10位以

内と高い。 

 ○医療機関等との調整や連携がうまく図れない。 

 ○健診未受診者から、重症化した生活習慣病が見つかることがある。 

次年度以降の 

改善について 

 ○健診未受診者等の勧奨や医療機関等との連携が必要である。 

○特定健診の受診率を向上させるなど、重症化する以前の発見が必要である。 

2019年度の 

取組・課題 

【取組】 

 ○がん対策として、市町村や関係団体等と連携し、効果的な普及啓発を実施。 

○がん健診の受診促進に向けて一層の普及啓発に取り組むとともに、特定健康診査と

の一体的な実施など受診手続の簡素化や効果的な受診勧奨の方法、被用者保険のが

ん健診との連携など環境整備を実施。 

【課題】 

 ○道内のがん検診受診率は、全国と比較すると低い状況にあることから、引き続き市  

町村等と連携しながら、受診率向上に取り組む必要がある。 

次年度以降の 

改善について 

 ○市町村等と連携し、がん検診の受診促進に向けて一層の普及啓発などに取り組む必

要がある。 
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（２）医療の効率的な提供の推進に関する目標 

① 後発医薬品の使用促進に関する数値目標 

出典：「調剤医療費（電算処理分）の動向」（厚生労働省） 

「ＮＤＢデータ（都道府県別使用割合）」（厚生労働省） 

 

② 医薬品の適正使用の推進に関する目標 

 

 

 

 

 

 

2017年度 

（計画の足下値） 

第３期計画期間 

2018年度 2019年度 2020年度 2021年度 2022年度 
2023年度 

（目標値） 

 
７４．２％ ７９．１％ ８１．９％ 

８０％以上 

※９月まで 
８０％以上 ８０％以上 ８０％以上 

目標達成に 

必要な数値 
－ － － － － ８０％以上 

2019年度の 

取組・課題 

【取組】 

 ○2017 年６月に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2017」において、

2020 年９月までに後発医薬品の使用割合を 80％以上とする目標が定められたこと

を踏まえ、安心使用促進の観点から本道の目標も国と同じ数値目標とし、関係団体

と協力した、後発医薬品の使用促進に向けた普及啓発等を実施。                 

【課題】 

 ○医療関係者等から後発医薬品の使用促進への理解が必要である。 

次年度以降の 

改善について 

 ○引き続き、医療関係者等から後発医薬品の使用促進への理解を得られるよう、普及

啓発等の取組が必要である。 

目標 

○「かかりつけ薬剤師・薬局」の役割やその重要性などについて、関係団体等と連携し

て道民への普及啓発に努めるとともに、道民が身近な「かかりつけ薬剤師・薬局」を適

切に選択できるよう、道内の薬局の情報を道のホームページを通じて公表する。 

また、重複投薬を是正するとともに、複数にわたる種類の医薬品の投与を受けている

患者について、副作用などのリスクを防止するため、関係団体と協力して、道民に対す

る「お薬手帳」の普及啓発の取組を拡大する。 

2019年度の 

取組・課題 

【取組】 

 ○「かかりつけ薬剤師・薬局」を適切に選択できるよう、道内の薬局の情報を道のホ

ームページを通じて公表。 

○北海道薬剤師会等の関係団体と協力して、多剤投薬の患者等を対象とした医薬品の

適正使用や医療費の適正化を推進する事業を実施。 

○関係団体と協力した、お薬手帳の普及啓発の取組 等    

【課題】 

○「かかりつけ薬剤師・薬局」や「お薬手帳」の役割、重要性などについて、関係団体

等と連携して継続的な普及啓発が必要である。 

次年度以降の 

改善について 

○引き続き、「かかりつけ薬剤師・薬局」や「お薬手帳」の役割、重要性などについて、

関係団体等と連携して道民への普及啓発が必要である。 
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③ その他の医療の効率的な提供の推進に係る目標 

 

目標 

○病院・病床機能の役割分担・連携の推進、在宅医療の充実、介護サービスとの連携強

化等により、医療提供体制の整備や地域包括ケアシステムの構築に取り組むとともに、

患者の健康増進や医療機関における疾病対策、在宅医療の体制の充実などを通じて、入

院と在宅等の調和を図る。 

2019年度の 

取組・課題 

【取組】 

 ○「地域医療構想」の目的について改めて認識共有を図るとともに、調整会議が「情

報共有・意見交換」の場として機能するよう、構想説明会の開催、各種データや意

向調査結果の情報共有、構想アドバイザーによる助言・論点提起などを実施。 

○ICT を活用した医療機関間等の診療情報の共有のための支援を実施。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                          

○概ね全道 21医療圏ごとに設置している多職種連携協議会における、在宅医療を担う 

多職種連携のための課題の共有や研修会の実施 等 

【課題】 

 ○「情報共有・意見交換」の場づくりに向けた環境整備が進められているが、具体的 

な取組に向けた集中的な議論を進める取組が必要である。 

○在宅医療の提供体制の構築のため、在宅医療を担う医療機関等の充実や地域におけ

る多職種の連携体制づくりが必要である。 

次年度以降の 

改善について 

 ○具体的な取組に向けた集中的な議論を進めるため、各調整会議で、地域の実情を踏 

まえた「重点課題」（急性期機能の集約化、病院の再編・統合など）を設定し、地域

医療構想調整会議等の場において、当該課題を踏まえた協議を実施する。 

○引き続き多職種連携協議会において在宅医療を推進するための連携体制構築のため 

の課題の共有や研修会を実施するとともに、令和２年度から新たに設置した在宅医

療推進支援センターにおいて地域に医療アドバイザーを派遣し、課題の解決に向け

た専門的な助言などを実施していく。 


